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国土審議会スーパー・メガリージョン構想検討会は 2019 年 5 月 20 日、2017 年 9 月以来 2019 年 4 月

までの 20 回にわたる審議の成果を「人口減少に打ち勝つスーパ－・メガリージョンの形成に向けて―時

間と場所からの解放による新たな価値創造に向けて―」と題する最終とりまとめとして公表した。以下

は最終報告の冒頭に示された要約文である。ここに示された内容は、リニア・新幹線の 2027 年の東京・

名古屋間開通、2037 年の東京・大阪間の開通を視界に入れた目指されるべき抽象的な目標像であり、具

体的な対応策は、今後に委ねられており、残念ながらほとんど見えてこない。実際、公表後、マスコミ

や民間経済団体等からの反応もあまりないようだ。これが画餅に帰さないためには、その推進を図るた

め、国土形成計画の改変をはじめとして、行政の横断的な連携、民間資本を投入しやすい規制緩和、こ

れらを踏まえた、従来の延長線にはない多くの野心的な政策プログラムが必要である。次のアクション

が間断なく打たれることを期待したい。報告書の取りまとめはその端緒に過ぎない。 

 

  

リサーチ・メモ 

「スーパー・メガリージョン構想検討会最終とりまとめ」が公表（紹介） 

2019年 5 月 31日 
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（要約文） 
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（参考図表） 
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（荒井 俊行） 


